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解答例又は採点時の評価ポイント 

本問は、「保釈」をテーマとして、いわゆる電子監視制度と起訴前保釈導入に伴う出頭確保
措置について、制度化の当否について論じることを求めるものであり、これを通じて、様々
な利害を言語化したうえで調整する能力や論理力を問うものである。これらのいずれの論
点も、刑訴法の世界では激しく議論されているところであり、また、刑訴法の基本的論点
をベースとしているので、論点に関する最低限の説明も踏まえて、解答可能であると考え
る。 
 設問で説明しているように、保釈（保証金の納付を条件として、勾留の執行を停止し、
拘禁状態を解くこと）は、拘禁状態を解くことで、被告人に対する権利・利益（人身の自
由など）の侵害を最小限にとどめつつ、保証金の没取という心理的強制を背景として、逃
亡や証拠隠滅という勾留の目的を達成する制度である（刑訴法 88 条以下）。 
 設問 1は、保釈条件としての電子監視の当否に関するものであるが、メリットとしては、
自由はく奪からの解放が可能になること、身体拘束にかかるコストの軽減、いわゆる人質
司法の問題の解決などが考えられるだろう。他方で、デメリットとしては、身体拘束を受
けるはずのなかった者が電子監視の対象となりうること（ネットワイドニング）、対象者の
行動の網羅的監視とこれに伴う思想・信条の把握であり憲法 21 条に反しうること、逃亡・
罪証隠滅を防止しきれないことなどが考えられる。これらの諸利益を考量したうえで、受
験者自身の見解を明確に示すことが求められる。 
 設問２は、起訴前保釈と取調べ受忍義務との関係を問う問題である。取調べ受忍義務を
否定する論者である場合、起訴前保釈導入に賛成である場合が多いと考えられるが、起訴
前保釈に賛成すると、取調べ受忍義務を前提とする出頭確保措置が提案されるときに、ど
のように対応すべきかを問うているものである。解答としては、①取調べ受忍義務を前提
としても出頭確保措置は導かれないという論理、②取調べ受忍義務を徹底して批判する見
解、③出頭確保義務があるとしても、憲法 38 条 1項を前提とすると、あくまで出頭する
だけで足り、取調べを強制されることまでは認められないとする見解など、複数考えられ
るところであるが、解答者の悩みを見せつつも、論理的な解答を示すことが出来るかをポ
イントとしている。 


